
















 

政治団体の不動産資産についての説明 
 

政治団体の不動産保有については、政治団体の資産保有の公開を定めた平成４

年の政治資金規正法改正によって明記されています。その改正規正法第 12 条第

１項第３号において、公開すなわち収支報告書に記載する資産として、第８条

の三で定める預貯金、債券、金銭信託等とともに、取得価格が百万円を超える

動産、貸付金や借入金、そして「土地」「建物」「地上権」「賃借権」などの不動

産が規定されました。政治団体が不動産を取得、保有することは、この改正規

定においても法定されている事項です。この改定時において、政治団体の不動

産保有について特段これを問題とする議論はありませんでした。  

 また、人格なき社団の資産保有名義問題は、不動産のみならず金融資産や動

産においても同様です。その隘路を解決するために、団体保有でありながら個

人名義しか認められなかったものが法人格の付与によって漸次前進、解決して

きています。古くは協同組合（協同組合法）や労働組合（労働組合法）、そして

管理組合（区分所有法）、地縁団体（地方自治体法）、NPO（特定非営利活動促進

法）、互助団体（中間法人法）等がその例です。政党も平成６年の法人格付与法

においてこの問題が解決いたしました。しかし、この改正時においては、政治

家の資金管理団体に限らず、８万団体近くを数える政党要件外の政治団体への法

人格付与問題は持ち越しになっております。  

 従いまして、政治団体の保有資産の名義問題は、多くの政治団体共有の問題

です。全国・都道府県の政治団体が保有する不動産は 500 件を超えており、さ

らに動産や金融資産も多くの団体が保有しております。  

 「陸山会」は規正法に基づく資産公開の徹底、すなわち透明性の確保という

趣旨と規定の遵守義務を忠実に果たしており、所有する全ての資産を公開して

おります。さらに、全ての不動産について「陸山会」と小澤一郎氏の間で確認

書を取り交わしており、資産が小澤氏個人の所有物ではなく、小澤氏個人が一

切の権利を有していないことを明確に宣言しております。  
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